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平成１３年９月期  決算短信（連結） 
平成１３年１１月２０日 

 

会 社 名  東北化学薬品株式会社         登録銘柄 

コード番号  ７４４６               本社所在都道府県   

問い合わせ先  責任者役職名 取締役経理部長     青森県 

        氏    名 木村 諄光       ＴＥＬ（０１７２）３３－８１３１（代表） 

決算取締役会開催日  平成１３年１１月２０日 

親会社名  －   （コード番号：  －  ）    親会社における当社の株式保有比率 －％ 

米国会計基準採用の有無   無 

１．１３年９月期の連結業績（平成１２年１０月１日～平成１３年９月３０日） 

(1) 連結経営成績           (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 
１３年９月期 

百万円   ％ 

   １８，００８（△２．２） 

百万円   ％ 

      ４２２（△７．１） 

百万円   ％ 

      ４５１（△４．４） 

１２年９月期 １８，４０８   － ４５４   － ４７２   － 

 

 
当 期 純 利 益 

1 株当たり 

当期純利益 
潜在株式調整後 

1 株当たり当期純利益  

株主資本 

当期純利益率 

総 資 本 

経常利益率 
売 上 高 

経常利益率 

 
１３年９月期 

百万円   ％ 

１７０(△４．３) 

円 銭 

３７ ２６ 

円 銭 

－  － 

％ 

４．７ 

％ 

５．６ 

％ 

２．５ 

１２年９月期 １７７  － ３８ ９５ －  － ５．１ ６．０ ２．６ 

(注)１． 持分法投資損益 13 年 9 月期     －百万円 12 年 9 月期     －百万円 

  ２． 期中平均株式数（連結） 13 年 9 月期   4,569,491 株 12 年 9 月期   4,569,400 株 

３． 会計処理の変更 有  

４． 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

(2) 連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 

 
１３年９月期 

百万円 

８，２２９ 

百万円 

３，７０９ 

％ 

４５．１ 

円  銭 

８１１  ６７ 

１２年９月期 ８，０３９ ３，５７３ ４４．４ ７８１  ８９ 

（注） 期末発行済株式数（連結） 13 年 9 月期   4,569,600 株 12 年 9 月期   4,569,400 株 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による 

キャッシュ・フロー 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期 末 残 高 

 
１３年９月期 

百万円 
４００ 

百万円 
△ １０７ 

百万円 
△   ６３ 

百万円 
５９７ 

１２年９月期 ３７４ △  ３４ △  ２９４ ３６７ 

 

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

   連結子会社数  ２社  持分法適用非連結子会社数  －社  持分法適用関連会社数  －社 

 

(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

   連結(新規)   －社  (除外)   －社   持分法(新規)  －社  (除外)  －社 

 

２．１４年９月期の連結業績予想（平成１３年１０月１日～平成１４年９月３０日） 

 売  上  高 経 常 利 益 当期純利益 

 
中 間 期 
通 期 

百万円 
９，１００ 

１８，４００ 

百万円 
２５０ 

４７０ 

百万円 
１２５ 

２３５ 

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）５１円４２銭 

店 
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（添付書類） 

１．企業集団の状況 
当社グループは、東北化学薬品株式会社（当社）及び子会社２社により構成されており、事業は、化

学工業薬品･臨床検査試薬・食品添加物・農薬及び同関連機器の販売を主にこれらに附帯する保守サ

ービス等の事業を展開しております。 

 当グループの事業に係わる位置付け及び事業部門との関連は、次のとおりであります。 
 

部     門 主  要  品  目 子会社 

化 学 工 業 薬 品 

ソーダ工業薬品・有機薬品・無機薬品・

半導体薬品・合成樹脂機能薬品・防疫

用殺虫剤・ワクチン等 

あすなろ理研㈱ 

化 学 工 業 薬 品 

化学工業薬品関連機器 
分析機器・教育機器・計測機器・公害

防止機器・工作機器等 
東北システム㈱ 

臨 床 検 査 試 薬 

一般検査用試薬・血液学的検査用試

薬・生化学的検査用試薬・内分泌学的

検査用試薬・免疫血清学的検査用試

薬・細菌学的検査用試薬等 

 

臨 床 検 査 試 薬 

臨床検査試薬関連機器 

医療機器・検体検査機器・医療用消耗

品・専用消耗品・検査消耗品・医用衛

生材料等 

 

食品添加物・同関連機器 食品添加物・食品・食品加工機器等 
 

 
そ の 他 

農薬・同関連機器 
農薬・土壌改良資材・種苗・園芸資材・

飼料・農産物等 
 

 
  

 
 

子 会 社 

 

あすなろ理研㈱ 

 
化学工業薬品の仕入 

 

  

 
化学工業薬品関連機器の仕入 

東 

北 

化 

学 

薬 

品 

㈱ 

 
 

子 会 社 

 

東北システム㈱ 
 

得 

 

意 

 

先 
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２．経営方針 
（１）経営の基本方針 

当社グループの基本方針は、株主に対しては、満足度の向上を目指し、顧客に対しては、豊

富な情報提供とスピーディーな納品、そしてアフターサービスの充実に努め、社員に対して

は、全員参加型の活力ある組織運営を目指すことであります。 

また、財務面においては、キャッシュ・フロー経営を重視し、より一層の資本効率の向上を

目指しております。 

（２）利益配分に関する基本方針 

   当社は、株主に対して継続的な安定配当を維持していくことを経営の重要政策として位置づ

けているとともに内部留保の充実を図り、経営基盤の強化を図るのみならず、さらなる利益

追求によって、株主に応えてまいります。 

（３）中長期的な会社の経営戦略 

   当社は、３ヶ年中期計画を策定しており業容の拡大に努める戦略であります。計画は、これ

までのところ達成しており、２００３年９月期において売上高２００億円、経常利益５億円

を目標としております。 

   更に当社グループは、グループ全社が相乗効果を発揮しつつ、グループ全体として一層の成

長を目指す経営を推進してまいります。 

（４）経営管理組織の整備等（コーポレート・ガバナンスの充実）に関する施策 

経営者の倫理観、順法意識の徹底などの内部改革や、監査役会の強化などの経営に対するチェ

ック機能を強化し、コーポレート・ガバナンスの充実を図ってまいります。 

（５）対処すべき課題 

今後のわが国経済につきましては、個人消費、民間設備投資は回復傾向をみせず、当社を取

り巻く事業環境も依然として厳しい状況が続くものと予想されます。このような環境の中、

積極的な営業展開を行いつつ、当社グループは顧客へのサービスを低下することなく、更な

る合理化、低コスト化の推進により対処してまいります。 

（６）目標とする経営指標 

   当社は、株主の期待に応えて、より一層の利益拡大をはかっていくことを経営方針としてお

り、２００３年９月期において、ＲＯＥ７％以上の達成を経営目標としております。 
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３．経営成績 
（１）当期の概況 

（業  績） 

当連結会計年度におけるわが国経済は、米国経済の減速に伴う輸出不振が国内景気低迷への引き

金となり、景気の牽引役を果たしてきた情報技術関連産業の生産が落ち込み、設備投資の減退が

顕著となりました。株価の下落、個人消費が低迷しデフレ傾向の増幅、失業者の増加など不景気

の状況を呈しておりました。 

 また、９月に米国で起きた同時多発テロが、世界経済に大きな波紋をもたらしました。 

このような局面の中で当社は、中期計画に基づき積極的に営業活動を展開しつつ、業務の効率

化による経費の圧縮に取り組み、業績の向上に努めました。 

   しかしながら、売上高は、１８０億８百万円と前年同期と比べ３億９９百万円（２．２％）の減

収、経常利益は、４億５１百万円と前年同期と比べ２０百万円（４．４％）の減益、当期純利益

は、１億７０百万円と前年同期と比べ７百万円（４．３％）減益となりました。 

   各部門別の業績は、次のとおりであります。 

   化学工業薬品部門は、情報関連業界の不況による生産調整の影響などがあったものの、化学薬品

の需要はほぼ前年並み、また試験研究施設への機器もほぼ前年並みで全体で９８億８９百万円と

前年同期と比べ１億２４百万円（１．３％）の増収となりました。    

   臨床検査試薬部門は、引続き厳しい環境が続く中で、試薬は、前年並み、また機器は、前年のよ

うな大型システムの納入がなかったため前年同期を下回り全体で５８億６０百万円と前年同期

と比べ７億２８百万円（１１．１％）の減収となりました。    

   その他部門は、依然として厳しい状況ではありましたが前年同期を上回り、２２億５８百万円と

前年同期と比べ２億４百万円（９．９％）の増収となりました。 

           

（キャッシュ・フローの状況） 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下｢資金｣という。）は、税金等調整前当期純

利益が、３億５４百万円であったことなどにより、５億９７百万円と前年同期と比べ２億２９百

万円の増加となりました。 

   （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

   当連結会計年度において営業活動による資金の増加は、４億円と前年同期と比べ２６百万円の増

加となりました。 

   （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

   当連結会計年度において投資活動による資金の減少は、１億７百万円と前年同期と比べ７２百万

円の減少となりました。これは、主に、有形固定資産の取得によるものであります。 

   （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   当連結会計年度において財務活動による資金の減少は、６３百万円と前年同期と比べ２億３０百

万円の増加となりました。これは、主に、前期において借入金の返済が行われたためであります。 

    

（２）次期の見通し 

当社グループといたしましては、今後とも化学工業・医療の進歩に寄与するという専門商社と

しての使命を自覚し､積極的な営業方針のもと､高度化・多様化するユーザーニーズにきめ細かく

応えていく所存でございます。 

次期の業績見通しは、売上高は、１８４億円と前年同期と比べ３億９１百万円（２．２％）の増

収、営業利益は、４億４０百万円と前年同期と比べ１７百万円（４．１％）の増益、経常利益は、

４億７０百万円と前年同期と比べ１８百万円（４．０％）の増益、当期純利益は、２億３５百万

円と前年同期と比べ６４百万円（３８．０％）の増益を見込んでおります。 
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４．連結財務諸表等 

（１）連結貸借対照表             （単位：千円 千円未満切捨） 

当連結会計年度 
（平成1３年９月３０日現在） 

前連結会計年度 
（平成1２年９月３０日現在） 

対前年増減 
     期  別 

 

科  目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 

（資 産 の 部）  ％  ％  

流   動   資   産      

現 金 及 び 預 金 ※2 ６０７，００５  ３９７，０８７  ２０９，９１８ 

受取手形及び売掛金 ※３ ４，５０７，３７９  ４，５９７，３５３  △  ８９，９７４ 

有 価 証 券 ※2 －  ２１１，４０４  △ ２１１，４０４ 

た な 卸 資 産  ４９５，６２８  ５５９，３４３  △  ６３，７１５ 

繰 延 税 金 資 産  １５，８７８  ２７，８０８  △  １１，９３０ 

そ の 他  ４０，７５３  ３４，６８４  ６，０６９ 

貸 倒 引 当 金  △  ２２，１０５  △  ２９，０７１  ６，９６６ 

流 動 資 産 合 計  ５，６４４，５４０ 68.6 ５，７９８，６０９ 72.1 △ １５４，０６９ 

固  定  資  産      

有 形 固 定 資 産 
※1 

※2 
     

建物及び構築物  ５２６，６６６  ５１９，７４６  ６，９２０ 

土 地  １，１３９，８０８  １，１２４，０３５  １５，７７２ 

そ の 他  ８１，０４５  ５５，８３７  ２５，２０８ 

有形固定資産合計  １，７４７，５１９ 21.2 １，６９９，６１８ 21.2 ４７，９０１ 

無 形 固 定 資 産  ８，５１２ 0.1 ８，６６８ 0.1 △    １５６ 

投資その他の資産       

差 入 保 証 金  ４１４，８４２  ４０４，８６６  ９，９７６ 

投 資 有 価 証 券 ※3 ２９５，５４０  １２，６７６  ２８２，８６４ 

繰 延 税 金 資 産  ５５，８４３  ５１，７２８  ４，１１５ 

そ の 他  ６４，９１６  ６５，４４４  △    ５２８ 

貸 倒 引 当 金  △  １，８４０  △  １，７０９  △    １３１ 

投資その他の資産合計  ８２９，３０３ 10.1 ５３３，００８ 6.6 ２９６，２９６ 

固 定 資 産 合 計  ２，５８５，３３５ 31.4 ２，２４１，２９４ 27.9 ３４４．０４１ 

資 産 合 計 ８，２２９，８７５ 100.0 ８，０３９，９０４ 100.0 １８９，９７１ 
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（単位：千円 千円未満切捨） 

当連結会計年度 
（平成1３年９月３０日現在） 

前連結会計年度 
（平成1２年９月３０日現在） 

対前年増減 
     期  別 

 

科  目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 

（負 債 の 部）  ％  ％  

流   動   負   債      

 支払手形及び買掛金 ※３ ４，０７８，１７５  ４，１３８，５８４  △  ６０，４０９ 

 未 払 法 人 税 等  ９６，６８４  １０１，５３９  △   ４，８５４ 

 賞 与 引 当 金  ３４，０００  ３５，２９３  △   １，２９２ 

 そ の 他  １２１，３６５  １００，１６９  ２１，１９５ 

 流 動 負 債 合 計  ４，３３０，２２６ 52.6 ４，３７５，５８６ 54.5 △  ４５，３６０ 

固   定   負   債      

長 期 未 払 金  －  ９１，０７６  △  ９１，０７６ 

退 職給付引当金  ８６，０７１  －  ８６，０７１ 

役員退職慰労引当金  １０４，２２７  －  １０４，２２７ 

固 定 負 債 合 計  １９０，２９８ 2.3 ９１，０７６ 1.1 ９９，２２１ 

負 債 合 計 ４，５２０，５２５ 54.9 ４，４６６，６６３ 55.6 ５３，８６１ 

（少数株主持分）      

少 数 株 主 持 分 －  －  － 

（資  本  の  部）      

資    本   金 ７５３，７００ 9.1 ７５３，７００ 9.4 － 

資  本  準  備  金 ８１４，４００ 9.9 ８１４，４００ 10.1 － 

連 結 剰 余 金 ２，１０５，６０２ 25.7 ２，００５，７８７ 24.9 ９９，８１５ 

その他有価証券評価差額金※4 ３５，９３４ 0.4 － － ３５，９３４ 

 ３，７０９，６３６  ３，５７３，８８７  １３５，７４９ 

自 己 株 式 △  ２８５  △   ６４６ 0.0 ３６０ 

資 本 合 計 ３，７０９，３５０ 45.1 ３，５７３，２４０ 44.4 １３６，１１０ 

負債、少数株主持分及び資本合計 ８，２２９，８７５ 100.0 ８，０３９，９０４ 100.0 １８９，９７１ 
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（２）連 結 損 益 計 算 書 

                                      （単位：千円 千円未満切捨） 

当連結会計年度 

自平成１２年１０月１日 

至平成１３年９月３０日 

前連結会計年度 

自平成１１年１０月１日 

至平成１２年９月３０日 

対前年増減 

 

金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 

  ％  ％  

売 上 高 １８，００８，５６８ 100.0 １８，４０８，１８８ 100.0 △ ３９９，６１９ 

売 上 原 価 １５，８９２，０５２ 88.3 １６，２６１，５４７ 88.3 △ ３６９，４９５ 

売 上 総 利 益 ２，１１６，５１６ 11.7 ２，１４６，６４０ 11.7 △  ３０，１２４ 

販売費及び一般管理費 １，６９３，７２８ 9.4 １，６９１，７６１ 9.2 １，９６７ 

営 業 利 益 ４２２，７８７ 2.3 ４５４，８７９ 2.5 △  ３２，０９１ 

営 業 外 収 益 ３０，２８１ 0.2 ２６，４９５ 0.2 ３，７８６ 

受取利息及び受取配当金 １２，５９２  １２，０６７  ５２５ 

受 取 手 数 料 ５，７４８  ６，２９４  △     ５４６ 

貸倒引当金戻入益 ６，７８１  ４，６３５  ２，１４６ 

雑 収 入 ５，１５９  ３，４９７  １，６６１ 

営 業 外 費 用 １，３２６ 0.0 ８，８５０ 0.1 △   ７，５２４ 

支 払 利 息 ２８４  ９８９  △     ７０４ 

有価証券評価損 －  ６，５２４  △   ６，５２４ 

そ の 他 の 費 用 １，０４１  １，３３７  △     ２９５ 

経 常 利 益 ４５１，７４３ 2.5 ４７２，５２３ 2.6 △  ２０，７８０ 

特 別 利 益  －  １４，０４９ 0.1 △  １４，０４９ 

固定資産売却益  －  ６，６７４  △   ６，６７４ 

移 転 補 償 金  －  ７，３７４  △   ７，３７４ 

特 別 損 失 ※１ ９６，８５６ 0.5 １４０，４４８ 0.8 △  ４３，５９２ 

会 員 権 評 価 損  ２，１７４  ２５，３２０  △  ２３，１４６ 

過年度役員退職慰労引当金繰入額 ９０，４２７  －  ９０，４２７ 

過去勤務費用償却額 －  １１３，８４５  △ １１３，８４５ 

そ の 他 の 損 失 ４，２５５  １，２８３  ２，９７２ 

税金等調整前前当期純利益 ３５４，８８６ 2.0 ３４６，１２４ 1.9 ８，７６２ 

法人税、住民税及び事業税 ２０２，５３０ 1.1 ２２４，５３２ 1.2 △  ２２，００２ 

法 人 税 等 調 整 額 △  １７，９３０ △ 0.1 △  ５６，４０４ △0.3 ３８，４７４ 

１７０，２８６ 1.0 １７７，９９６ 1.0 △   ７，７０９ 当 期 純 利 益 

      



8 

（３）連 結 剰 余 金 計 算 書 

                            （単位：千円 千円未満切捨） 
当連結会計年度 

自平成１２年１０月１日 

至平成１３年９月３０日 

前連結会計年度 

自平成１１年１０月１日 

至平成１２年９月３０日 

対前年増減 

     期  別 

 

科  目 

金   額 金   額 金   額 

連結剰余金期首残高 ２，００５，７８７ １，８５８，８３２ １４１，４４５ 

連 結 剰 余 金 増 加 高 － ２８，６４０ △  ２８，６４０ 

新規連結に伴う剰余金増加高 － ５，５０８ △   ５，５０８ 

過年度税効果調整額 － ２３，１３２ △  ２３，１３２ 

連 結 剰 余 金 減 少 高 ７０，４７１ ５９，６８２ １０，７８８ 

配 当 金 ６３，９７１ ５４，８３２ ９，１３８ 

役 員 賞 与 ６，５００ ４，８５０ １，６５０ 

（うち監査役賞与） （３００） （３００） （－） 

当 期 純 利 益 １７０，２８６ １７７，９９６ △   ７，７０９ 

連結剰余金期末残高 ２，１０５，６０２ ２，００５，７８７ ９９，８１５ 



9 

（４）連結キャッシュ・フロ－計算書 

                       

 （単位：千円 千円未満切捨） 

 

当連結会計年度 

自 平成１２年１０月１日 

至 平成１３年９月３０日 

前連結会計年度 

自 平成１１年１０月１日 

至 平成１２年９月３０日 

対前年増減 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

 税 金 等 調 整 前 前 当 期 純 利 益 ３５４，８８６ ３４６，１２４ ８，７６２ 

 減 価 償 却 費 ５６，０２７ ６１，５６６ △   ５，５３８ 

 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 増 加 額 １０４，２２７ － １０４，２２７ 

 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △   １２，５９２ △   １２，０６７ △     ５２５ 

 支 払 利 息 ９４５ ９８９ △      ４３ 

 有 形 固 定 資 産 売 却 益 － △   １４，０４９ １４，０４９ 

 売上債権の増加額(△)又は減少額 ８９，７９０ △  ２７８，４４３ ３６８，２３４ 

 たな卸資産の増加額(△)又は減少額 ６３，７１５ △   ３６，０８２ ９９，７９７ 

 仕入債務の増加額又は減少額(△) △   ６０，４０９ ５０２，７８６ △ ５６３，１９５ 

 そ の 他 △      ３１３ ４０，６６４ △  ４０，９７８ 

     小    計 ５９６，２７６ ６１１，４８７ △  １５，４７６ 

 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 １３，００６ １２，１０４ ９０２ 

 利 息 の 支 払 額 △      ９４８ △    １，１４４ １９５ 

 法 人 税 等 の 支 払 額 △  ２０７，３８４ △  ２４８，２３７ ４０，８５３ 

営業活動によるキャッシュ・フロー ４００，９５０ ３７４，２１０ ２６，７３９ 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 － △   ２５，５４０ ２５，５４０ 

 有形固定資産の取得による支出 △  １０５，２９３ △   ５２，５２３ △  ５２，７７０ 

 有形固定資産の売却による収入 － ２１，３９１ △  ２１，３９１ 

 投資有価証券の取得による支出 △   １０，２８０ － △  １０，２８０ 

 貸 付 金 に よ る 支 出 △    ６，８００ － △   ６，８００ 

 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 ２，３０６ １，５７８ ７２８ 

 そ の 他 １２，９４９ ２０，４７２ △   ７，５２３ 

投資活動によるキャッシュ・フロー △  １０７，１１８ △   ３４，６２１ △  ７２，４９７ 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

 短 期 借 入 金 に よ る 収 入 １００，０００ ４７０，０００ △ ３７０，０００ 

 短期借入金の返済による支出 △  １００，０００ △  ７１０，０００ ６１０，０００ 

 自 己 株 式 売 却 に よ る 収 入 ４１２ － ４１２ 

 自 己 株 式 取 得 に よ る 支 出 △      ３５４ － △     ３５４ 

 配 当 金 の 支 払 額 △   ６３，９７１ △   ５４，８３２ △   ９，１３８ 

財務活動によるキャッシュ・フロー △   ６３，９１３ △  ２９４，８３２ ２３０，９１９ 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 ２２９，９１８ ４４，７５６ １８５，１６１ 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 ３６７，０８７ ３１２，８７６ ４４，７５６ 

Ⅶ 
新たに連結した子会社の現金及び現

金 同 等 物 の 増 加 高 － ９，４５４ △  ９，４５４ 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ５９７，００５ ３６７，０８７ ２２９，９１８ 
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（５）連結財務諸表作成のための基本となる事項 
１．連結の範囲に関する事項  

  当社の子会社２社は、連結の範囲に含めております。 

    あすなろ理研㈱ 

    東北システム㈱ 

２．持分法の適用に関する事項 

  該当事項はありません。 

３．連結子会社の連結会計年度等に関する事項 

  連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項 

 （１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

    ①有価証券の評価基準及び評価方法 

   その他有価証券 

      時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直入法により処理） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

（追加情報） 

金融商品については、当連結会計年度より金融商品に係る会計基準（｢金融商品に係る

会計基準の設定に関する意見書｣（企業会計審議会 平成 11年 1 月 22 日））を適用し、

有価証券の評価基準及び評価方法（その他有価証券で時価のあるものについては、移

動平均法による低価法（洗い替え方式）から決算末日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法により処理）に）について変更しております。 

また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、投資有価証券として表示し

ております。これにより有価証券は、２１１，４０４千円減少し、投資有価証券は、     

２１１，４０４千円増加しております。なお、損益に与える影響は軽微であります｡ 

    ②棚卸資産の評価基準及び評価方法 

     総平均法による原価法 

 （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産は、法人税法の規定する方法と同一の基準による定率法 

ただし、平成 10 年度の税制改正に伴い、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）については、法人税法に定める定額法を採用しております。 

    ②無形固定資産に含まれているソフトウェア（自社利用分）は、社内における見込利用可

能期間（5 年）による定額法 

    ③長期前払費用は、法人税法の規定に基づく均等償却 

 （３）重要な引当金の計上基準 

    ①貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。 

    ②賞与引当金 

     従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しておりま

す。 
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    ③退職給付引当金 

     従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産

に基づき、当連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異は発生しておりません。 

（追加情報） 

     当連結会計年度から退職給付に係る会計基準（｢退職給付に係る会計基準の設定に関する  

     意見書｣（企業会計審議会 平成１０年６月１６日））を適用しております。適格退職年 

     金制度における過去勤務費用については、前連結会計年度より過去勤務費用の未償却残

高を未払計上し、発生時に費用として計上する方法に変更したため、会計基準変更時差

異は発生しておりません。 

また、期首時点で計上していた適格退職年金の過去勤務費用に係る未払金は、退職給付

引当金に含めて表示しております。 

    ④役員退職慰労引当金 

     役員に対する退職慰労金の支出にそなえるため、内規に基づく期末要支給額を計上して

おります。 

（会計処理の変更） 
     従来、当社は、役員退職慰労金については、支出時の費用として計上しておりましたが、

当連結会計年度より｢役員退職慰労金内規｣に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金

として計上する方法に変更しております｡ 

この変更は、下期において｢役員退職慰労金内規｣の改定が行われ、役員の年齢構成、在

任年数を考慮すると将来において多額の支払が見込まれるため、役員の在任期間に対応

して費用配分することにより期間損益の適正化及び財務体質の一層の健全化を図るため

に行われたものであります｡ 

この変更により、過年度引当金相当額９０，４２７千円は特別損失、当期発生額 

１３，８００千円は販売費及び一般管理費に計上しております。 

この結果、従来と同一の基準を適用した場合に比べ、営業利益及び経常利益は、 

１３，８００千円、税金等調整前当期純利益は、１０４，２２７千円少なく計上され

ております。 

なお、当中間連結会計年度は、従来の方法によっておりますので、当中間連結会計年度

は、変更後と同一の基準を採用した場合に比べて、営業利益及び経常利益は、 

７，５７７千円、税金等調整前中間純利益は、９８，００４千円多く計上されておりま

す。 

 （４）重要なリース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 （５）消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

  連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

６．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

  連結剰余金の計算は、連結会計年度中に確定した連結会社の利益処分に基づいております。  

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、要求払い

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

 

当連結会計年度 
（平成1３年９月３０日現在） 

前連結会計年度 
（平成1２年９月３０日現在） 

１ 

 

有形固定資産の減価償却累計額 

７８１，４７６千円 

１ 有形固定資産の減価償却累計額 

７３０，００７千円 

２ 連結財務諸表提出会社の所有する自己株式の数                

 ４００株 

子会社の所有する連結財務諸表提出会社株式の数 

                － 株 

２ 連結財務諸表提出会社の所有する自己株式の数                

 ６００株 

子会社の所有する連結財務諸表提出会社株式の数 

                － 株 

３ 担保に供している資産 

預    金     １０，０００千円 

投資有価証券     ２１，４６７千円 

土    地     ５３，５３４千円 

     計       ８５，００１千円 

上記担保資産対応債務 

支 払 手 形    ４３，７１０千円 

買  掛  金   ６６９，４７３千円 

     計      ７１３，１８４千円 

３ 担保に供している資産 

預     金    ３０，０００千円 

有 価 証 券    １３，９５５千円 

土     地    ５３，５３４千円 

     計       ９７，４８９千円 

上記担保資産対応債務 

支 払 手 形    ５２，５０４千円 

買  掛  金   ５８３，８２５千円 

     計      ６３６，３３０千円 

４ 商法第290条第 1項第 6号に規定されている時

価を付したことにより増加した純資産の額は、

３５，９３４千円であります｡ 

  

                       

 

（連結キャッシュ･フロー計算書関係） 

当連結会計年度 

自 平成１２年１０月１日 

至 平成１３年９月３０日 

前連結会計年度 

自 平成１１年１０月１日 

至 平成１２年９月３０日 

1. 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定        ６０７,００５千円 

預金期間が３ヶ月を超える定期預金△１０,０００  

現金及び現金同等物       ５９７,００５ 

1. 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定        ３９７,０８７千円 

預金期間が３ヶ月を超える定期預金△３０,０００  

現金及び現金同等物       ３６７,０８７ 

2. 重要な非資金取引の内容 

 該当事項はありません。 

2. 重要な非資金取引の内容 

 該当事項はありません。 
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（リース取引関係） 
 

当連結会計年度 

自 平成１２年１０月１日 

至 平成１３年９月３０日 

前連結会計年度 

自 平成１１年１０月１日 

至 平成１２年９月３０日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計

額相当額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計

額相当額及び期末残高相当額 

 

 取得価額 

 
相 当 額 

減価償却

累 計 額 
相 当 額 

期末残高 

 
相 当 額 

什器備品 

千円 

282,374 

千円 

127,379 

千円 

154,994 

車両運搬具 7,290 6,972 317 

合計 289,664 134,352 155,312  

 

 取得価額 

 
相 当 額 

減価償却

累 計 額 
相 当 額 

期末残高 

 
相 当 額 

什器備品 

千円

206,026 

千円

87,501 

千円

118,524 

車両運搬具 11,310 9,708 1,601 

合 計 217,336 97,210 120,125  

２．未経過リース料期末残高相当額 

１  年  内       51,704 千円 

１  年  超       103,608 千円 

  計          155,312 千円 

２.未経過リース料期末残高相当額 

１  年  内       40,436 千円 

１  年  超       79,688 千円 

  計          120,125 千円 

なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

３．当期の支払リース料及び（減価償却費相当額） 

支払リース料       49,516 千円 

  （減価償却費相当額） 

３．当期の支払リース料及び（減価償却費相当額） 

支払リース料       42,694 千円 

  （減価償却費相当額） 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。 

５．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１  年  内      8,826 千円 

１  年  超      15,681 千円 

      計         24,507 千円 

５．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１  年  内      11,816 千円 

１  年  超      13,321 千円 

      計          25,137 千円 

６．転貸リース取引 

未経過リース料（受取） 

１  年  内      4,620 千円 

１  年  超       2,310 千円 

      計          6,930 千円 

未経過リース料（支払） 

１  年  内       4,620 千円 

１  年  超       2,310 千円 

      計          6,930 千円 

 

６．転貸リース取引 

未経過リース料（受取） 

１  年  内       4,620 千円 

１  年  超       6,930 千円 

      計          11,550 千円 

未経過リース料（支払） 

１  年  内       4,620 千円 

１  年  超       6,930 千円 

      計          11,550 千円 

 

                     



14 

（有価証券） 

前連結会計年度（平成１２年９月３０日現在） 

有価証券の時価等 

                                           （単位：千円 千円未満切捨） 

 連結貸借対照表計上額 時 価 評 価 損 益 

１．流動資産に属するもの    

株 式 212,051 335,077 123,026 

債 券 － － － 

そ の 他 － － － 

小 計 212,051 335,077 123,026 

２．固定資産に属するもの    

株 式 － － － 

債 券 － － － 

そ の 他 － － － 

小 計 － － － 

合 計 212,051 335,077 123,026 

 

(注)１． 時価（時価相当額を含む）の算定方法 

 ①上場有価証券……………主に、東京証券取引所の最終価格によっております。 

 ②店頭売買有価証券………日本証券業協会の公表する最終売買価格等によっております。 

             

２． 開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額 

              （単位：千円 千円未満切捨） 

当          期          期 別 

種 類 （平成１２年９月３０日現在） 

流 動 資 産 に 属 す る も の － 

固 定 資 産 に 属 す る も の １２，６７６ 
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当連結会計年度（平成１３年９月３０日現在） 

 

有 価 証 券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：千円 千円未満切捨） 

区分 取得原価 
連結決算日における連

結貸借対照表計上額 
差額 

時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの    

①株式 １４０，２５８ ２１６，０６７ ７５，８０９ 

②債券 － － － 

③その他 － － － 

小計 １４０，２５８ ２１６，０６７ ７５，８０９ 

時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの    

①株式 ８１，４２７ ６７，２９７ △  １４，１２９ 

②債券 － － － 

③その他 － － － 

小計 ８１，４２７ ６７，２９７ △  １４，１２９ 

合計 ２２１，６８５ ２８３，３６４ ６１，６７９ 

 

２．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

（単位：千円 千円未満切捨） 

内容 連結貸借対照表計上額 

①非上場株式（店頭売買株式を除く） １２，１７６ 

合計 １２，１７６ 

 

（デリバティブ取引） 

前連結会計年度（自 平成１１年１０月１日 至 平成１２年９月３０日）及び当連結会計年度（自 

平成１２年１０月１日 至 平成１３年９月３０日） 

 

該当事項はありません。 
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（退職給付関係） 

当連結会計年度 

自 平成１２年１０月１日 

至 平成１３年９月３０日 

前連結会計年度 

自 平成１１年１０月１日 

至 平成１２年９月３０日 

１．採用している退職給付制度の概要 

  退職金制度は、適格退職年金制度を採用してお

ります。 

 

２．退職給付債務に関する事項 

 ①退職給付債務         441,523 千円 

（内訳）従業員分       437,700 千円 

    年金受給者等      3,822 千円 

②未認識過去勤務債務          － 

 ③未認識数理計算上の差異    △37,304 千円 

④会計基準変更時差異の未処理額     － 

⑤年金資産           318,147 千円 

 ⑥退職給付引当金         86,071 千円 

 

３．退職給付費用に関する事項 

 ①勤務費用                      19,662 千円 

 ②利息費用                      12,074 千円 

 ③期待運用収益               △4,412 千円 

 ④過去勤務債務の費用処理額       － 

 ⑤数理計算上の差異の費用処理額     － 

 ⑥会計基準変更時差異の費用処理額    － 

 ⑦臨時に支払った割増退職金等      －     

 ⑧退職給付費用          27,324 千円 

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

①退職給付見込額の期間配分方法 

    期間定額基準 

 ②割引率              ２．５％ 

 ③期待運用収益率          １．５％ 

④過去勤務費用の額の処理年数 

  発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定 

の年数による按分額を費用処理する方法 

 ⑤数理上の差異の処理年数        ５年 

  発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定 

の年数による按分額を費用処理する方法。 

ただし、翌連結会計年度から費用処理すること 

としております。 

 ⑥会計基準変更時差異の処理年数     1 年 
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(税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

① 流動の部 

繰延税金資産 

 未払事業税否認              8,048 千円 

 賞与引当金繰入限度超過額         6,847 千円 

 その他                   982 千円 

繰延税金資産合計             15,878 千円 

② 固定の部 

繰延税金資産 

 退職給付引当金             35,926 千円 

 役員退職慰労引当金           43,504 千円 

 その他                  2,158 千円 

     繰延税金資産合計                         81,588 千円 

         繰延税金負債                

      その他有価証券評価差額金         25,745 千円 

     繰延税金資産純額             55,843 千円 

     繰延税金資産合計              71,721 千円 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の内訳 

   法定実効税率                     41.7％ 

    （調整） 

     交際費等永久に損金に算入されない項目       5.1％ 

     住民税均等割                               2.9％ 

     その他                                   2.2％ 

 

   税効果会計適用後の法人税等の負担率             52.0％ 

 

（セグメント情報） 

（１） 事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度（自 平成１１年１０月１日 至 平成１２年９月３０日）及び当連結会計

年度（自 平成１２年１０月１日 至 平成１３年９月３０日） 

当社及び連結子会社の事業は、化学工業薬品及び臨床検査試薬並びにこれらに付随する関連

機器の販売等の単一事業であります。従いまして、開示対象となるセグメントはありません

ので記載は省略しております。 

 

（２） 所在地別セグメント情報 

前連結会計年度（自 平成１１年１０月１日 至 平成１２年９月３０日）及び当連結会計

年度（自 平成１２年１０月１日 至 平成１３年９月３０日） 

本邦以外の国、又は地域に所在する連結子会社及び支店がないため、所在地別セグメント情

報の記載は省略しております。 

 

（３） 海外売上高 

前連結会計年度（自 平成１１年１０月１日 至 平成１２年９月３０日）及び当連結会計

年度（自 平成１２年１０月１日 至 平成１３年９月３０日） 

海外売上高は、連結売上高の１０％未満のため記載は省略しております。 

 

 

（関連当事者との取引）      

該当事項はありません。 
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５．生産、受注及び販売の状況 

（１） 販売実績                           

 （千円未満切捨） 

当連結会計年度 

自 平成１２年１０月１日 

至 平成１３年９月３０日 

前連結会計年度 

自 平成１１年１０月１日 

至 平成１２年９月３０日 

       期  別 

 

 

区   分 金    額 構成比 金    額 構成比 

    ％ 

化 学 工 業 薬 品 ９，８８９，６９４ ５４．９ ９，７６４，８４５ ５３．０ 

臨 床 検 査 試 薬 ５，８６０，７７７ ３２．６ ６，５８９，５４９ ３５．８ 

そ の 他 ２，２５８，０９７ １２．５ ２，０５３，７９３ １１．２ 

合     計 １８，００８，５６８ １００．０ １８，４０８，１８８ １００．０ 

 

 （２）仕入実績 

                                  （千円未満切捨） 

当連結会計年度 

自 平成１２年１０月１日 

至 平成１３年９月３０日 

前連結会計年度 

自 平成１１年１０月１日 

至 平成１２年９月３０日 

期  別 

 

 

区   分 
金    額 構成比 金    額 構成比 

    ％ 

化 学 工 業 薬 品 ８，７８１，０２８ ５５．５ ８，６７３，７２１ ５３．２ 

臨 床 検 査 試 薬 ５，０３５，３４４ ３１．８ ５，８３９，８７３ ３５．９ 

そ の 他 ２，０１１，９６３ １２．７ １，７８４，０３５ １０．９ 

合     計 １５，８２８，３３６ １００．０ １６，２９７，６３０ １００．０ 

 


